
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

１．国民健康保険の課題と取組方針 



昨年の動き 
１．東日本大震災への対応 
 （１）窓口負担、保険料（税）の減免措置 

 （２）保険者の収入減少に対する財政支援等 
 

２．社会保障・税一体改革 
 （１）市町村国保の財政基盤の強化・安定化・広域化 

 （２）短時間労働者への健康保険・厚生年金の適用 

 （３）高額療養費の見直し 
 

３．審査支払機関の統合 
 ・ 衆議院決算行政監視委員会決議 
 

４．国保組合の国庫補助の見直し 

 ・普通調整補助金の見直し、特別対策費補助金の廃止 等 

 



「国民健康保険制度の基盤強化に関する国と地方の協議」の開催について 
  
１．趣旨 

   社会保障・税一体改革の検討に当たっては、特に、国民健康保険制度のあり方については、地方団体の意見
を十分に伺いながら検討を進めることが必要であることから、国民健康保険の構造的な問題の分析と基盤強化
策等について検討するため、厚生労働省と地方の協議を開催することとし、平成23年２月以降、事務レベルの
ワーキング・グループを開催。 

   平成23年６月30日に取りまとめられた「社会保障・税一体改革成案」においては、医療保険制度改革につい
て、「税制抜本改革の実施と併せ、2012年以降速やかに法案を提出」し、順次実施することとされており、改
革案の具体化に向けて、これまでの事務レベル協議を踏まえた検討を行うための政務レベルの協議を開催。 

 

２．メンバー 

 【厚生労働省】辻泰弘厚生労働副大臣、藤田一枝厚生労働大臣政務官 

 【地方代表】 福田富一知事（栃木県）、岡﨑誠也市長（高知市）、齋藤正寧町長（秋田県井川町） 
 

３．協議事項 

  ○市町村国保の構造的問題への対応 

   ・低所得者対策等のあり方 ・事業運営・財政運営の広域化 ・財政支援のあり方    等 

  ○その他 
  

４．開催経過      
   ○ 政務レベル協議 
      第1回 平成23年10月24日、 第2回 平成24年１月24日 
   ○ 事務レベル ワーキング・グループ（ＷＧ）  
      第1回 平成23年2月25日、 第2回 6月6日、 第3回 7月14日、 第4回 7月27日、 第5回 9月30日   
      第6回 11月17日、 第7回 12月1日、第8回 12月12日、第9回 12月27日、第10回 平成24年１月13日 
    （事務レベルWGのメンバー） 

全国知事会 栃木県、愛知県、鳥取県 
全国市長会 福島市、高知市 
全国町村会 井川町（秋田県）、聖籠町（新潟県） 
厚生労働省 保険局総務課長、国民健康保険課長、高齢者医療課長、調査課長  

 



Ⅱ
医
療
・
介
護
等
②
 

充実（金額は公費（2015年）） 
 
 

重点化・効率化（金額は公費（2015年）） 
 

A B 
○ 社会保障改革の具体策、工程及び費用試算（抜粋） 

社会保障と税の一体改革成案における該当部分の抜粋 

○ 保険者機能の強化を通じた医療・介護保険制度のセーフティネット機能の強化・給付の重点化、逆進性対策 

ａ 被用者保険の適用拡大と国保の財政基盤の安定化・強化・広域化 
  ・ 短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大 
  ・ 市町村国保の財政運営の都道府県単位化・ 財政基盤の強化 
 （低所得者保険料軽減の拡充等（～2,200億円程度）） 
            ※ 財政影響は、適用拡大の範囲、国保対策の規模によって変動 
 

（＝完全実施の場合▲1,600億円） 

ｃ 高度・長期医療への対応（セーフティネット機能の強化）と給付の重点化 
  ・ 長期高額医療の高額療養費の見直し（長期高額医療への 
  対応、所得区分の見直しによる負担軽減等）による負担軽減 
 （～1,300億円程度） 
                
            ※ 見直しの内容は，機能強化と重点化の規模により変動 

・ 受診時定額負担等（高額療養費の見直しによる負担軽減
の規模に応じて実施（病院・診療所の役割分担を踏まえた
外来受診の適正化も検討）。例えば、初診・再診時100円
の場合、▲1,300億円）ただし、低所得者に配慮。 

ｄ その他 
  ・ 総合合算制度（番号制度等の情報連携基盤の導入が前提） 
  ・ 低所得者対策・逆進性対策等の検討 

・ 後発医薬品の更なる使用促進、医薬品の患者負担の見直し
（医薬品に対する患者負担を、市販医薬品の価格水準も考
慮して見直す） 

・ 国保組合の国庫補助の見直し 

・ 高齢者医療制度の見直し（高齢者医療制度改革会議のとりまとめ等を踏まえ、高齢世代・若年世代にとって公平で納
得のいく負担の仕組み、支援金の総報酬割導入、自己負担割合の見直しなど） 

社会保障・税一体改革成案における取組の具体化（市町村国保）  

 
 



平成24年度以降の子どものための手当等の取扱いについて （平成23年12月20日付け ４大臣合意） 

１． （略） 
２． （略） 
（１）平成24年度の取扱い 
  ①・② （略） 
  ③地方の自由度の拡大に併せ、以下の国庫補助負担金の一般財源化等を実施する。（1,841億円） 

      ・国民健康保険都道府県調整交付金（1,526億円） 
                             （略）     
 
３．国民健康保険制度に関して、以下の措置を講ずることとし、国民健康保険法を改正する所要の法律案を次期通常国会に提出す
る。また、「社会保障・税一体改革成案」に盛り込まれている市町村国保の財政基盤の強化については、低所得者の保険料軽減の
拡充及び保険者支援の拡充に充てることとし、そのための必要財源（～2,200億円程度）については、社会保障・税一体改革成案を
具体化する中で、措置する。なお、高額医療費共同事業の国庫負担のあり方については、社会保障・税一体改革による財政基盤の
強化の状況を踏まえ、検討する。 
（１）平成22年度から平成25年度までの暫定措置である国保財政基盤強化策(保険者支援制度及び都道府県単位の共同事業（高
額医療費共同事業及び保険財政共同安定化事業）)を恒久化する（平成27年度）。また、恒久化までの間、暫定措置を１年間（平
成26年度まで）延長する。なお、財政安定化支援事業については、社会保障・税一体改革による財政基盤の強化及び財政運営
の都道府県単位化を踏まえ、所要の見直しを行う。 

（２）都道府県単位の共同事業について、事業対象を全ての医療費に拡大する（平成27年度）。なお、共同事業の拠出割合は、現
在と同じ、医療費実績割50、被保険者割50とするが、都道府県が市町村の意見を聴いて変更可能とする。 

（３）財政運営の都道府県単位化を円滑に進める等のため、都道府県調整交付金を給付費等の７％から９％に引き上げる。これに
伴い、国の定率負担は給付費等の32％とする（平成24年度）。 

平成23年12月20日 
内閣官房長官 
総務大臣 
財務大臣 
厚生労働大臣 
大臣折衝の結果、上記のとおり合意したことを確認する。 
民主党政策調査会長 

 



３．医療・介護等② 

 （保険者機能の強化を通じた医療・介護保険制度のセーフティネット機能の強化・給付の重点化、

低所得者対策） 
 
                           （略） 

（１）市町村国保の低所得者保険料軽減の拡充など財政基盤の強化と財政運営の都道府県単位化    
 
 ○  低所得者保険料軽減の拡充や保険者支援分の拡充等により、財政基盤を強化する。  
   併せて、都道府県単位の共同事業について、事業対象をすべての医療費に拡大する。  

 
 ☆ 財政基盤の強化については、「国民健康保険制度の基盤強化に関する国と地方の協議」におい

て、具体的内容について検討し、税制抜本改革とともに実施する。 
 
 ☆「平成24年度以降の子どものための手当等の取扱いについて」（平成23年12月20日付け 
  ４大臣合意）の事項については、「国民健康保険制度の基盤強化に関する国と地方の協議」にお

いて協議した上で、必要な法案を平成24年通常国会に提出する。  

社会保障・税一体改革素案（市町村国保）  

平成２４年１月６日 政府・与党社会保障改革本部決定 



国保制度の課題と平成24年度における制度運営について 

Ⅰ 市町村国保関係 
 １．社会保障・税一体改革 
 

 ２．国民健康保険法の一部を改正する法律案（２４年４月～） 
  

 ３．東日本大震災への対応 
   ・ 一部負担金、保険料（税）の減免措置の延長等 
 

 ４．特定健診・特定保健指導の推進・見直し 
 

 ５．医療費適正化の推進 
 
Ⅱ 国保組合関係 
 ・ 指導監督の強化 



① 年齢構成が高く、 
   医療費水準が高い 
 
 
 
② 所得水準が低い 
 
③ 保険料負担が重い 
 
④ 保険料（税）の収納率低下 
 
⑤ 一般会計繰入・繰上充用 
 
 
 
 
⑥ 財政運営が不安定になるリスクの 
    高い小規模保険者の存在 
 
⑦ 市町村間の格差 

市町村国保の構造的な問題への対応の枠組み 

１．年齢構成 

２．財政基盤 

３．財政の安定性・市町村格差 

● 前期高齢者財政調整 

● 財政基盤の強化【新規】 
 ① 財政基盤強化策（平成22～25年度の暫定措置）の恒

久化 
 ② 低所得者の保険料に対する財政支援の強化 
  

● 財政運営の都道府県単位化の推進【新規】 
 
● 財政調整機能の強化【新規】 



市町村国保の構造問題への対応 

１．低所得者の保険料に対する財政支援の強化   
 

 （１）保険基盤安定制度の拡充（応益割保険料の軽減対象世帯の拡大） 
   ○ 低所得者に対する保険料軽減の対象世帯を拡大する。【税制抜本改革時】 
 

  （２）保険者支援制度の拡充 
   ○ 暫定措置を恒久化する。 【平成27年度】 
 

   ○ 保険料の軽減対象者数に応じた保険者への財政支援について、拡充を行う。  【税制抜本改革時】 
     

２. 財政運営の都道府県単位化の推進 
       ○ 暫定措置を恒久化する。【平成27年度】 
    ※ 恒久化する対象は、高額医療費共同事業及び保険財政共同安定化事業 
      ※ 80万円以上の医療費には、国・都道府県が4分の1ずつ公費負担 
 

   ○ 市町村国保の都道府県単位の共同事業（保険財政共同安定化事業）について、事業対象をすべての医療費に拡大する。 
【平成27年度】 

 

３．財政調整機能の強化 
   ○ 都道府県の調整機能の強化と市町村国保財政の共同事業の拡大の円滑な推進等のため、都道府県調整交付金を給付

費等の７％から９％に引き上げる。【平成24年度】 
      ※ これに伴い、定率国庫負担を給付費等の32％とする。 
 

   ○ 都道府県調整交付金の財政調整機能を明確化する。【平成24年度】 
 

４．その他 
    財政安定化支援事業について、財政基盤の強化や財政運営の都道府県単位化を踏まえ、所要の見直しを行う。  

【税制抜本改革時】 
 

 

  ※ 高額医療費共同事業の国庫負担のあり方については、社会保障・税一体改革による財政基盤の強化の状況を踏まえ、検討
する。 



2012（Ｈ24）年 2013（Ｈ25）年 2014（Ｈ26）年 2015（Ｈ27）年 

【子ども・子育て】 
   子ども・子育て新システムの創設 

【医療・介護】 
① 医療サービス提供体制 

② 地域包括ケア創設 

③ 医療・介護保険制度 
   ・ 市町村国保低所得者保険料軽減、 
     財政基盤強化 等 
   ・ 介護保険料低所得者軽減 等 
   ・ 高額療養費の見直し 

④ 高齢者医療制度 

⑤ 難病対策 

【年金】 
① 新しい年金制度の創設 

② 基礎年金国庫負担1/2の恒久化 

③ 物価スライド特例分の解消 

④ 最低保障機能の強化等 

⑤ 短時間労働者適用拡大 
   （医療保険も併せて実施）等 

⑥ 被用者年金一元化 

⑦ その他現行制度の改善 

【就労促進、ディーセント・ワーク】 

【貧困・格差】 

【医療イノベーション】 

【障害者施策】 

● 
新法提出 

法案提出検討 診療報酬改定 
介護報酬改定 

新事業計画（27年度～29年度） 

新医療計画 
（25年度～29年度） 

法案提出 

法案提出 

改善に必要な財源と方策を検討 

法案提出 

法案提出 

法案提出検討 

法案提出検討 
＜引き続き検討＞ 

必要な法案提出 

生活支援戦略（仮称）策定 
（運用改善は速やかに実施） 

＜法案提出も検討＞ 

法案提出 

平成24年度から26年度の3年間で解消し、平成24年度は10月実施 

＜法制化も視野に入れ検討＞ 

税制抜本改革と同時実施 

同
時
改
定 

法案提出 

非正規労働者のための総合 
ビジョン策定 

消費税引き上げ後に消費税財源により国庫負担２分の１を恒久化 
平成24年度は歳出予算と「年金交付国債（仮称）」で２分の１を確保 
平成25年度から消費税引き上げまでの間の取り扱いは引き続き検討 

必要に応じ生活保護基準の見直し 

① 生活困窮者対策・生活保護制度の見直し 

② 生活保護基準の検証 

税制抜本改革と同時実施 
法案提出検討 

＜医療法・薬事法の改正も検討＞ 診療報酬改定 

社会保障改革 工程表 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

● 

法案提出検討 

恒久財源を得て早期に本格実施（子ども・子育て会議（仮称）や国の
基本指針など可能なものから段階的に実施）） 



国民健康保険法の一部を改正する法律案の概要（イメージ） 
 
 
 

   市町村国保の安定的な運営を確保するため、平成22年度から平成
25年度までの暫定措置となっている市町村国保の「財政基盤強化
策」（公費2,000億円）を恒久化する。 

 
  ※ 財政基盤強化策として、保険料軽減の対象となる低所得者数に応じた、市

町村に対する財政支援や、高額医療費に関する市町村に対する財政支援を
行っている。 

  

  
 
    

  市町村国保の都道府県単位の共同事業について、平成27年度か
ら、事業対象を全ての医療費に拡大し、財政運営の都道府県単位化
を推進する。 

  
  ※ 現在、１件30万円を超える医療費について、都道府県内の全市町村が被

保険者数と医療費実績に応じて共同で負担（再保険）。 
 
 
 
 
 

 

  都道府県の財政調整機能の強化と市町村国保財政の共同事業の
拡大の円滑な推進等のため、平成24年度から、都道府県調整交付
金を給付費等の７％から９％に引き上げる。    

 ※ これに伴い、定率国庫負担を３４％から３２％とする。 
 

 ※ 都道府県調整交付金は、地域の実情に応じて、都道府県内の市町村間の
医療費水準や所得水準の不均衡の調整や地域の特別事情への対応のため
に交付。  

 
 
 （１）、（２）  平成27年4月1日 
 （３）      平成24年4月1日 
 

（１） 財政基盤強化策の恒久化 

（２） 財政運営の都道府県単位化の推進 

（３） 財政調整機能の強化 

    国保財政のイメージ 

医療給付費等総額：約１１兆１，０００億円 
（２４年度予算案） 

公費５０％ 

（９％） 

（ ３４％ →３２％） 

2兆4,000億円 

7,000億円 

3兆2,000億円 

調整交付金（国） 

定率国庫負担 

保険料 

都道府県調整交付金 
（７％ →９％） 

7,000億円 

保険料５０％ 
 

財政基盤強化策※ 
（暫定措置→恒久化） 

保険料軽減制度 
4,000億円 

前
期
高
齢
者
交
付
金 

3兆 
4,000 
億円 

（法定外一般会計繰入 4,000億円） 

※財政基盤強化策には、恒久化する上記の公費2,000億円のほか、 
 財政安定化支援のため地財措置（1,000億円）がある。 施行期日 




